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○連結ベースの「業績概要」について、「売上⾼」は、電⼒⼩売全⾯⾃由
化に伴う競争激化による⼩売の販売電⼒量の減少はあったものの、エリア
外や卸電⼒取引所への卸売が増加したことなどから、前年度に比べ
１,７２９億円増の２兆２,４４３億円となりました。

○「経常利益」は、企業グループ⼀体となって、継続的な効率化の取り組
みによる経費全般の削減などに努めたものの、渇⽔の影響や燃料価格の
上昇による燃料費の増加などにより、経常費⽤が増加したことから、前年
度に比べ２２６億円減の６５７億円となりました。

○また、福島第⼀の事故に起因する受取損害賠償⾦７９億円を「特別
利益」に、⼥川１号廃⽌に伴う関連損失２１億円を「特別損失」に計上
したことなどから、「親会社株主に帰属する当期純利益」は前年度に比べ
７億円減の４６４億円となりました。
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○「経常利益（個別）」は、前年度に比べ２０７億円の減益となりました。

○主な減益要因は、記載のとおり、渇⽔に伴う⽔⼒発電所稼働減による
⽕⼒の焚増し影響▲１００億円、省令改正による原⼦⼒発電施設解体
費等の増影響▲４５億円、原油ＣＩＦ価格上昇に伴う燃料費調整制度
のタイムラグ影響▲３０億円などとなっております。
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○「燃料費調整制度のタイムラグ影響」のイメージ図を記載しております。

○２０１７年度が▲１５０億円、２０１８年度が▲１８０億円であった
ことから、３０億円の収支悪化要因となっています。
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○「電⼒供給⼒実績」について、「⾃社発電」について前年度比では、
「⽔⼒」は渇⽔により減少、「⽕⼒」は秋⽥⽕⼒など⽯油系の焚き減らしによ
り減少、「原⼦⼒」は⼥川・東通の所内電⼒を反映しているためマイナス表⽰
、「新エネ等」は地熱の運転差により微減となっています。

○「融通・他社受電」は、上段が「受電」、下段が「送電」を⽰しています。
「受電」が増加しているのは、太陽光発電の買取量増加などによるものです。
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○「電⼒販売実績」について、「⼩売」は、前年に比べ夏場の気温が⾼かった
ことによる冷房需要の増加があるものの、競争激化による契約の切り替えや
冬場の気温が⾼かったことによる暖房需要の減少などから、６８９億ｋＷｈ
となりました。

○⼀方、「卸売」はエリア外への販売が増加したことから、１６２億ｋＷｈと
なり、販売電⼒量計は８５１億ｋＷｈとなりました。
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○「主要諸元・収支変動影響」について、「原油ＣＩＦ価格」の上昇と「出⽔
率」の低下が、収支悪化要因になっております。
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○「２０１９年度 業績⾒通し・配当予想」について、連結ベースの「売上
⾼」は、⼩売の販売電⼒量の減少を⾒込んでいるものの、卸売の拡⼤や間
接オークションの導入に伴う⾃己約定の影響などにより、２兆３,９００億
円程度となる⾒通しです。

○「経常利益」は、電⼒⼩売全⾯⾃由化による競争激化の影響はあるもの
の、燃料費調整制度のタイムラグ影響や能代３号の発電開始による燃料
費の低減効果などにより、７３０億円程度、「親会社株主に帰属する当期
純利益」は４５０億円程度となる⾒通しです。



11

○「経常利益（個別）の変動要因」を記載しております。

○２０１９年度の配当については、当社を取り巻く事業環境や収支・財務
の⾒通しなどを総合的に勘案し、中間配当および期末配当ともに１株につき
２０円を予定しております。

○⼩売全⾯⾃由化開始以降、競争が激化している状況にありますが、最適
な電源構成の構築などによる競争⼒の強化を図りながら、⼩売・卸売の両⾯
で積極的に販売活動を展開するとともに、中⻑期的に効果が持続する構造
的なコスト低減の深掘りに努め、企業価値を⾼めてまいります。

以 上
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